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賃貸経営改善
全国賃貸住宅新聞に掲載されました

☆ネット無料で空室改善☆

2階が事務所です

株式会社アスパの岡田です。

弊社は、賃貸管理専門の会社です。

賃貸経営や不動産コンサルティングを得意として

おります。また共用部、お部屋などのマンションの不具合やト

ラブル等の連絡があれば、すぐに現場に駆け付けれる様、

物件の定期巡回を行っており、迅速に対応ができる体制にして

おります。空室が埋まらない、今の管理会社に不満があるなど、

些細なことでもお困り事がございましたら、なんでもお気軽に

ご相談ください。

お気軽に

お問合せください

☎ 06-6263-7500
✉ s.okada@asset-value.jp

アスパってどんなとこ？

ホームページはこちら

賃貸管理専門会社のアスパだからこそ
お伝え出来る、賃貸経営の考え方や
空室対策など、賃貸情報を発信しています。

アスパの賃貸経営改善塾 検索

賃貸経営改善の知識

この不動産投資って成功してる？
ひょっとしたら失敗してる？
不動産投資の基礎から様々な投資効率の
指標や考え方などをお伝えしています！

賃貸管理の知識

管理会社って必要なの？
空室対策やトラブル解決事例など
今までの経験を元に役立つ情報を
ご紹介しています。

動画配信中

今回、アスパが全国賃貸住宅新聞に掲載していただきました。

ネット無料マンションとネットワーク防犯カメラを導入を積極的に行っています。

特にネットワーク防犯カメラはオーナー様が現地に行かなくてもスマートフォンやご自宅

のＰＣから確認することが可能で、管理会社とも共有することが出来ます。

ネット無料や防犯カメラは益々注目されていますので、ぜひご検討ください。

弊社は無料相談も実施していますので、空室対策等で気になるオーナー様はぜひ

お気軽にお問い合わせください。(中面から無料相談ページを確認できます）



共有分割は、一つの不動産を相続人同士で共有名義にする方法

です。共有は、利用の自由度が非常に低く、たとえば、不動産を売却したり賃貸物件にしたりす

る場合に、名義人全員の同意が必要となり、手間がかかります。

そのため遺産相続全般において、共有分割はできるだけ避けることが多いのが実情です。

これが4つの分割方法です。不動産を相続する際にはさまざまな方法があります。

遺産相続で揉めないためには、生前に遺言を残してもらうことが一番ですが、遺産分割協議を

することになるのであれば、全員が納得する遺産分割になるよう心がけることが大切です。

このケースの場合、相続財産の総額は8,000万円なので、兄が弟に1,000万円を渡すことに

よって一人当たりの相続分を4,000万円ずつとします。

代償分割を行う際には、

●不動産を相続した側が現金を用意する必要がある

●遺産分割協議書を必ず作成し、相続後のトラブル防止に備える

の２点を忘れないことが大切です。

代償分割は、きちんと手続きを行えば基本的に相続税の課税対象にしかなりません。

代償金の受け渡しは相続財産の調整として扱われ、相続税の総額は変わらないのです。

ただし、そのためには遺産分割協議書内に代償分割に関する記載をしなければならず、そう

でない場合は、代償金の支払いが贈与とみなされ、贈与税が課税される恐れがあるため注

意が必要です。

代償分割は、特定の相続人が不動産などの現物を相続し、その代償

として、ほかの相続人に不動産の相続分に値する金銭を渡す方法です。

例）

相続人が兄弟二人の場合、長男が5,000万円の価値となる土地建物を相続するとします。

その際、被相続人の残した預貯金が3,000万円あれば、弟に預貯金3,000万円と、不動産の相続

分に見合った現金（代償金）を渡します。

換価分割は、不動産を売却し、その売却益を相続人

で分割する方法です。たとえば株券や不動産などの相続財産

の、全部あるいは一部を売って現金化し、相続人全員で分ける

ことになります。

不動産を相続するメリットがない、もしくは現物分割・代償分割が難しいといった場合などに多く

用いられます。現金化すれば平等に分けることができるため、実際にはトラブル回避のために、選

ばれることの多い方法です。

現物分割は、遺産そのものを現物で分ける方法です。

ケースとして最も多いのは、不動産のほかに財産がある場合に、一つの不動産を一人の相続人

が相続し、それ以外の財産をほかの相続人で分ける形です。

不動産自体を分割することなく、そのまま相続人が取得できるので、手続きとしては最も簡単とい

えるでしょう。 ただし、相続財産が不動産しかない場合、“それ以外の財産をほかの相続人で分

ける”ということができないため、揉める可能性があります。

なお、遺産を各相続人の相続分きっかりに分けることが難しく、相続人間の取得格差が大きくなっ

てしまうときは、一部の資産を売却するなどして、その格差を売却代金で調整したり、自己資金で

調整（代償分割）したりします。

不動産が含まれる相続財産を
納得させるための4つの分割方法

被相続人が亡くなったら、相続人全員で財産を誰にどう分けるかを話し合います。
この話し合いのことを「遺産分割協議」といいます。
相続財産は、相続が開始した時点で、相続人全員で共有して
いる状態になります。被相続人が遺言を残していたのであれ
ば、遺言の内容に従って財産を分ける手続きをすれば済み
ますが、遺言がない場合には遺産分割協議を行わなければ、
財産を相続人の名義にすることはできません。
なお、遺産分割協議は、遺言があったとしても、その内容に納得ができないなどの理由
がある場合にも、相続人全員の合意があれば、行うことが可能です。
特に財産のなかに不動産が含まれる場合は、法定相続分どおりに分けるのは難しいとい
えます。
そこで、できるだけ全員が納得いくように分けるために、不動産を含む遺産分割４つの
分割方法が多く使われています。

①現物分割

遺言がない場合には遺産分割協議が必要

プロにおまかせ

無料相談はコチラ

アスパ 無料相談

【提携先提供】

満室経営への道－40の空室対策の極意
無料プレゼント中！

②換価分割

③代償分割

④共有分割


